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児童相談所とこども家庭センターの連携（イメージ図）
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    ○児童及び妊産婦の福祉や
     母子保健の相談等
    ○児童及び妊産婦に関する実情の把握・
     情報提供、必要な調査・指導等
    ○支援を要する子ども・妊産婦等への
     サポートプランの作成、連絡調整
    ○保健指導、健康診査等
    ○要支援児童及び要保護児童等への
     支援業務
    ○関係機関との連絡調整
     →要保護児童対策調整機関

※こども家庭センターが調整機関の主担当機関を担うことで、
支援の一体性、連続性を確保し、児童相談所との円滑な連
携・協働の体制を推進

こども家庭センター

○相談、養育環境等の調査、
 専門 診断等（児童や家族
 への援助方針の検討・決定）
○一時保護、措置（里親委託、
 施設入所、在宅指導等）等

低

高

リ
ス
ク
の
程
度

子育てに不安を抱
える家庭が支援の
狭間に落ちないよ

うにする

児童相談所

○妊娠期から子育て期にわたる総合的相談や
 育児支援を実施
・妊娠・出産・育児・子どもの発達等に
 関する 相談、情報提供・助言・保健指導
・関係機関との連絡調整

連
携

保健センター【地域保健課】

○1歳6か月児健診
○3歳6か月児健診

連
携

【親子保健課】

児童相談所とこども
家庭センターが重な
り合いながら支援

 



こども家庭センターにおける支援制度
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妊
娠
期

親子健康手帳交付事業
つぐみセット(妊婦健診等助成券・乳幼児健診受診票・予防
接種予診票)を交付。

妊婦健康診査事業
初回産科受診料支援事業
多胎妊婦健康診査支援

事業

・妊娠中の健康状態を確認する健康診査を県内の医療機関
及び助産所において実施し、費用の全額又は一部を助成。
・住民税非課税世帯等に該当する妊婦に対して、初回産科
受診料の補助を行うとともに、伴走型の相談支援を実施。
・多胎妊婦に対し、14 回の妊婦健診を超えて受診した際の
健診費用(上限5 回)を助成。

母子保健相談支援事業
妊娠届等の機会を利用して支援が必要な妊産婦に対して妊
娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を実施。

産前・産後サポート事業
（ママ's サロン）

母子保健コーディネーターによる妊娠期からの支援として、
身近に相談する相手がいない妊産婦の不安軽減や孤立感の
解消を目的に、育児相談や参加者同士の交流を図る。

①主な母子保健事業



こども家庭センターにおける支援制度
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妊
娠
期
・
乳
幼
児
期

妊産婦・新生児訪問事業

妊産婦・新生児・乳児の健康や育児に関する情報提供、育
児不安の軽減等を目的として、母子訪問指導員や母子保健
コーディネーター、地区担当保健師が、家庭訪問による保
健指導等を実施。

多胎妊産婦等家事育児サ
ポート事業

多胎妊産婦等に対して子育ての負担を軽減するため、サ
ポーターを家庭に派遣し家事援助や育児支援を実施。

出産・子育て応援事業
妊娠届出時から妊婦・子育て家庭に寄り添った伴走型相談
支援を行い、併せて、経済的支援を実施。

母子保健・地域子育て
情報配信事業

妊娠・出産・育児において必要な知識を提供し、新たな生
活様式に対応した育児環境を整備するため、妊娠届出をし
た者及び子育てをしている者を対象に、地域の子育て情報
を配信するアプリを活用した情報発信を行う。

①主な母子保健事業



こども家庭センターにおける支援制度
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乳
幼
児
期

新生児聴覚検査事業
新生児の聴覚障がいの早期発見・早期療育を行い、健やか
な子育てを推進するため、各医療機関において聴覚検査を
実施し、費用の一部を助成。

産婦健康診査事業
産後うつの予防と育児不安の軽減、虐待の早期発見・未然
防止のため、おおむね産後2 週間と産後1 か月の産婦に対
し健康診査を実施し、産後ケア等の必要な支援を行う。

産後ケア事業
産後の母親に対して、助産師等による心身ケアを提供する。
（ショートステイ型、デイサービス型、アウトリーチ型）

乳幼児健康診査事業
乳幼児健康診査を医療機関において3 回実施。
（3～4 か月児、7～8 か月児、1 歳児）

こんにちは赤ちゃん事業
(乳児家庭全戸訪問事業)

生後2～3 か月頃の乳児のいる家庭を訪問し、子育て支援に
関する情報を提供することで、乳児家庭が育児不安等で孤
立しないよう支援します。

①主な母子保健事業



こども家庭センターにおける支援制度
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乳
幼
児
期

乳幼児発達相談事業

心身の発育発達に不安等がみられる乳幼児の保護者に対し
て、専門職による相談指導を実施し、保護者の精神的負担
を軽減し、個々にあわせた支援を行う。
・発達相談「すこやかひろば」
・健診事後教室「ちびっこランド」

総合発達支援センター
（診療部・通所部・地域生活支援部）

障がいの早期発見・早期療育及び在宅障がい児(者)の支援
を行うため、指定管理者制度を活用し、医療ケアや相談部
門を含む総合療育拠点である総合発達支援センターを運営。

離乳食教室事業
乳児を持つ保護者を対象に、離乳食の大切さや進め方など
について、正しい知識・技術を身に付けてもらうため、管
理栄養士等による離乳食教室を開催。

幼児集団健康診査事業

幼児期における心身障がいの早期発見・早期支援、むし歯
予防等のため、1 歳6 か月児及び3 歳6 か月児を対象とし
た集団健康診査を実施。なお、1 歳6 か月児健康診査の小
児科診察のみ医療機関において実施します。

①主な母子保健事業



こども家庭センターにおける支援制度
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乳
幼
児
期
か
ら
学
齢
期

養育支援訪問事業
子育てに対して不安や孤立感等を抱える家庭や、様々な原
因で養育支援が必要となっている家庭に対して、保健師等
による具体的な養育に関する指導助言等を訪問により実施。

安全確認訪問事業
様々なリスクを抱える要保護児童世帯に対して、継続的に
訪問支援を行う。

子育て短期支援事業

子ども及びその家庭の福祉の向上を図るため、保護者の疾
病や出産などにより、家庭での子どもの養育が一時的に困
難となった場合に、子どもを児童福祉施設等において一定
期間養育する。
・対象年齢 生後3 か月から18 歳未満
・利用期間 原則7 日間以内(半期ごと)

②主な児童福祉事業
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こども家庭センターにおける支援制度

今
後
検
討
が
必
要
な
事
項

出典：令和６年１月２５日自治体向け説明会「児童福祉法等の一部を改正する法律の施行に向けた検討状況」



要保護児童対策地域協議会を中心とした関係機関との連携（イメージ図）
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子ども家庭支援課

（宮崎市要保護児童対策
地域協議会調整機関）

宮崎市総合発達支援センター

（NPO）子ども虐待防止
みやざきの会

宮崎県弁護士会

警察
（宮崎北・宮崎

南・高岡）

宮崎県女性相談所
（配偶者暴力相談支援センター）

宮崎市民生委員児童委員協議会
（民生委員・児童委員）

宮崎市保育会
宮崎市学校法人立幼稚園協会

（教育保育施設）

宮崎市社会福祉協議会

宮崎市郡医師会
宮崎県産婦人科医会
宮崎県小児科医会

宮崎市郡歯科医師会

小中学校

教育委員会

障がい福祉課

保育幼稚園課

子育て支援課

社会福祉第一課・
第二課

地域保健課
（市保健所）

親子保健課

庁内関係部署

乳児院

児童養護施設自立援助ホーム

児童自立支援施設

里親・ファミリーホーム

障害児入所施設

フォスタリング機関
（里親養育包括支援機関）

社会的養護関係施設

宮崎県助産師会

宮崎県精神保健福祉士会

ライツ・オブ・チャイルドみやざき

こども家庭センターつぼみ

宮崎地方法務局（人権擁護課）

※赤字：現在、要保護児童対策地域協議会構成機関ではない。→今後検討予定

中央児童相談所



児童相談所とこども家庭センターの虐待対応に係る役割分担（イメージ図）
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児相

こども

児相

こども

各種
診断

援助方
針会議

児相

・関係機関か
 ら情報収集

 住基、所属、 
保健情報所管

・原則48時間以
 内の目視確認
 ・必要に応じ
 て出頭要求
・立入調査・臨
 検・捜索の実
 施

・緊急度
 判定
・初動方針
 決定
（＊役割分
担）

児童相談所とこども家庭センターは、危機判断とその対応、調査、アセスメント、
支援計画の作成等、支援及び指導等について役割分担を行いながら実施する。

子ども、虐待
者、家庭環境
等を評価  
・社会診断
・心理診断
・医学診断
・行動診断等

一時
保護 ऒ

न
ु
ੇ
൦
७
থ
ॱ
␜

ు
ญ
ৼ
୥
ਚ

・援助方針
 を決定

＊役割分担
＊主担当機
 関

在宅で
の支援

養育家
庭委託

施設入
所措置

評価

こども

児相



児童相談所と社会的養護関係施設との連携（イメージ図）
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＊施設支援関係
 ・定期的に情報共有・意見交換を行う
  仕組みづくり
＊里親等支援
 ・里親等に関する広報活動
 ・ショートステイ里親の実施に向けた検討
 ・里親等を支援する仕組みづくり
＊児童養護施設等退所者のアフターケア支援
 ・家庭支援専門相談員（ﾌｧﾐﾘｰｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ）
  との連携体制の構築

設置前

＊施設支援関係
 ・情報共有・意見交換の実施（定期的）
＊里親等支援
 ・情報共有・意見交換の実施（定期的）
 ・里親等に関する広報活動
 ・ショートステイ里親の活用
 ・フォスタリング機関の育成
＊児童養護施設等退所者のアフターケア支援
 ・情報共有・意見交換の実施（定期的）
 ・児童自立生活援助の実施

設置後

児童相談所

里親フォスタリング機関
（里親養育包括支援機関）

乳児院
ﾌｧﾐﾘｰｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ

自立援助ホーム

児童養護施設
ﾌｧﾐﾘｰｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ

児童自立支援施設
ﾌｧﾐﾘｰｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ

障害児入所施設

児童家庭支援センター

ファミリーホーム

児童心理治療施設
ﾌｧﾐﾘｰｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ
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社会的養護

15

社会的養育経験者の自立支援

出典：令和６年１月２５日自治体向け説明会「児童福祉法等の一部を改正する法律の施行に向けた検討状況」
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17

一時保護所の体制①

年齢 一時保護施設の設備及び運
営に関する基準案

児童福祉施設の設備及び運営
に関する基準

満２歳に満たない幼児 １.６人につき１人以上 １.６人につき１人以上
満２歳以上満三歳に満
たない幼児

２人につき１人以上 ２人につき１人以上

満３歳以上の幼児 ３人につき１人以上 4人につき１人以上
少年 ３人につき１人以上 ５.５人につき１人以上
その他 児童45人以下を入所させる施

設は、更に１人以上を加える

増

一時保護所の運営体制（職員配置）は、これまでは「児童福祉施設の設備及び
運営に関する基準」を準用。令和６年４月からは、「一時保護施設及び運営に
関する基準」が新設。

増

「一時保護施設及び運営に関する基準」では、夜間の職員配置についても規定
① 一時保護施設（ユニットを整備していないものに限る。）には、夜間、職員２人以上を置かなければ
 ならない。
② 一時保護施設（①に規定するものを除く。）には、一のユニットごとに職員１人以上を置かなければ
 ならない。ただし、夜間に配置される職員全体の数は、２人を下ることはできない。
③ 一時保護施設において児童相談所の開庁時間以外の時間における児童福祉法第 25 条第１項の規定に
 よる通告に係る対応を行う場合には、一時保護施設には、夜間、①及び②に掲げる職員とは別に、当
 該対応のために必要な職員を置くよう努めなければならない。
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一時保護所の体制②

一時保護所の職員配置を考えるため、次の考えに基づき想定した。

【勤務時間】※２交代制で計算
  日中の勤務時間を8：55～17：40（7ｈ45ｍ：１回分の勤務時間）
  夜間の勤務時間を17：10～9：50（15ｈ30ｍ：２回分の勤務時間）

【日中必要な職員数】
  幼児については１.６人につき1人、男児及び女児については３人につき１人で計算
 （幼児）÷1.6人 ＋ （男児＋女児）÷３人

【１日に必要な延べ職員数】
  日中勤務の職員数 ＋ 夜間勤務の職員数（３人）×２

【１年に必要な延べ職員数】
 （必要な職員数）×365日

【職員１人当たりの年間勤務日数】
  365日から土・日・祝日を除く
  365日－（52週×2日休,16祝日,年末年始5日,年休20日,夏期休暇5日,研修4日）＝211日

【必要な職員数】
 （１年に必要な延べ職員数）÷（職員１人当たりの年間勤務日数）
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一時保護所の体制③

定員 必要な職員数 必要な部屋数

18人 25人
幼児４人、児童１４人（男児７人、女児７人）
ユニット３つ（６人、６人、４人）
１人用個室２つ※感染症等への対応のため
※複数児童での利用可能な部屋を男女にそれぞれ１部屋

16人 23人
幼児４人、児童１２人（男児６人、女児６人）
ユニット３つ（６人、６人、４人）
※感染症等への対応は、静養室等を活用
※複数児童での利用可能な部屋を男女にそれぞれ１部屋

15人 23人
幼児４人、児童１１人（男児、女児のどちらかが６人）
ユニット３つ（６人、５人、４人）
１人用個室１つ※感染症等への対応のため
※複数児童での利用可能な部屋を男女にそれぞれ１部屋

12人 21人
幼児４人、児童８人（男児４人、女児４人）
ユニット３つ（４人、４人、４人）
※感染症等への対応は、静養室等を活用
※複数児童での利用可能な部屋を男女にそれぞれ１部屋



児童相談所の設置場所
及び周辺環境の考え方

20



児童相談所の設置場所①
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法令上の要件
 児童福祉法（第１２条第２項 令和５年４月１日施行）

    児童相談所の管轄区域は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件について政令で定める基
     準を参酌して都道府県（児童相談所設置市）が定めるものとする。

   児童福祉法施行令（第１条の３ 令和５年４月１日施行）
   第１号 児童相談所と市町村及び学校、医療機関その他関係機関とが相互に緊密な連携を図ることがで
      きるよう、管轄区域内の主要な関係機関等の利用者の居住する地域を考慮したものであること。
      第３号 管轄区域における交通事情からみて、法第二十五条第一項の規定による通告を受けた場合その
      他緊急の必要がある場合において、速やかに当該通告を受けた児童の保護その他の対応を行う上で支障
      がないこと。

その他の要件
    利用者が来所しやすい場所であること

  施設内の見下ろしを配慮し、高い建物が周囲に少ない敷地であること

  建物だけでなく、駐車場や所庭などの屋外施設も余裕をもって配置ができる敷地であること。

  屋外には、運動遊びのできる設備を備えた十分な広さの遊び場があること
       （出典 「児童相談所設置のためのマニュアル作成に関する調査研究」報告書）
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児童相談所の設置場所②
【抜粋】



児童相談所の設置場所（関係機関の地図）②
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◀　さくら学園（児童養護施設）
◀  たかはま（小規模児童養護施設）
◀　ひまわり（ファミリーホーム）  ▼ 北警察署

 ◎ 宮崎駅

 ▼ 宮崎県庁

 ▼ 宮崎県中央児童相談所

 ▼ 里親普及促進センターみやざき

宮崎市総合発達支援センター▲ 
　おおぞら   　　 

 男女共同参画センター「パレット」▲
みやざき子育て支援センター
ファミリー・サポート・センター

 　  子どもの居場所づくり
 ▼ 事業（通称：コラッジョ）

 ▼ 宮崎市教育情報研修センター
 ▼ 宮崎家庭裁判所

 ▼ 宮崎市保健所

 ▼ 宮崎市役所

　ウイング・オブ・ハート（自立援助ホーム）
　青島学園（児童養護）

　ひまわり学園（福祉型障害児入所施設）
　宮崎県立こども療育センター（医療型障害児入所施設）
　国立病院機構宮崎東病院（医療型障害児入所施設）

↓

 社会福祉法人カリタスの園
 竹の寮(児童養護施設）

 つぼみの寮（乳児院）
Casaかおり（小規模児童養護施設）

 こども家庭支援センターつぼみ▼

 みんせいかん（児童養護施設）▲
みらいえ（小規模児童養護施設）

 ▲ 宮崎県子ども・若者総合相談
　　　センターわかば



児童相談所の設置場所【交通事情（鉄道、車）】③

出典：「宮崎市地域公共交通網形成計画」

高岡

宮崎市役所
本庁舎 佐土原 高岡 田野 清武 合計

本庁舎 32分 24分 31分 20分 107分

佐土原 32分 35分 52分 50分 169分

高岡 24分 35分 24分 26分 109分

田野 31分 52分 24分 16分 123分

清武 20分 50分 26分 16分 112分

車での移動時間（本庁舎及び各総合支所間）
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【参考】児童相談所設置市の市域
宮崎市 横須賀市 金沢市 明石市 奈良市

市域(㎢) 644 101 469 49 277

宮崎市の鉄道は、「宮崎駅」を起点として、
南北、南西に伸びている。



児童相談所の設置場所【交通事情（バス）】④
路線バスの運行本数（令和元年６月現在）

〇路線バスの運行本数は、多くの系統が

　集中する宮交シティや橘通3丁目、宮崎
　駅などのバス停では、平日で1日300本
　以上のバスが運行している状況。

〇路線バスのネットワークは市中心部か

　ら放射状に広がっているため、郊外に

　行くほど系統が分散し、運行本数は少

　なくなっている。

出典：「宮崎市地域公共交通網形成計画」
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児童相談所の設置場所（望ましいエリア）⑤

26

法令上の要件
 児童福祉法（第１２条第２項 令和５年４月１日施行）

    児童相談所の管轄区域は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件について政令で定める基
     準を参酌して都道府県（児童相談所設置市）が定めるものとする。

   児童福祉法施行令（第１条の３ 令和５年４月１日試行）
   第１号 児童相談所と市町村及び学校、医療機関その他関係機関とが相互に緊密な連携を図ることがで
      きるよう、管轄区域内の主要な関係機関等の利用者の居住する地域を考慮したものであること。
 （考え方)  ➡行政機関が密集しているのは「橘通1丁目」から「宮崎駅」までのエリア
      第３号 管轄区域における交通事情からみて、法第二十五条第一項の規定による通告を受けた場合その
      他緊急の必要がある場合において、速やかに当該通告を受けた児童の保護その他の対応を行う上で支障
      がないこと。
 （考え方）➡公用車で現場に駆け付ける際には、中心部からであれば、旧町域への距離は大
       差ない。

    （考え方）➡公共交通機関を使う利用者にとっては、「宮崎駅」周辺が最もアクセスしやすい。
 

※上記要件を満たしたうえで、下記の要件にも加味して検討していきたい。
その他の要件

     利用者が来所しやすい場所であること
  施設内の見下ろしを配慮し、高い建物が周囲に少ない敷地であること
  建物だけでなく、駐車場や所庭などの屋外施設も余裕をもって配置ができる敷地であること。
  屋外には、運動遊びのできる設備を備えた十分な広さの遊び場があること

       （出典 「児童相談所設置のためのマニュアル作成に関する調査研究」報告書）



児童相談所の設置場所（関係機関の地図）②
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◀　さくら学園（児童養護施設）
◀  たかはま（小規模児童養護施設）
◀　ひまわり（ファミリーホーム）  ▼ 北警察署

 ◎ 宮崎駅

 ▼ 宮崎県庁

 ▼ 宮崎県中央児童相談所

 ▼ 里親普及促進センターみやざき

宮崎市総合発達支援センター▲ 
　おおぞら   　　 

 男女共同参画センター「パレット」▲
みやざき子育て支援センター
ファミリー・サポート・センター

 　  子どもの居場所づくり
 ▼ 事業（通称：コラッジョ）

 ▼ 宮崎市教育情報研修センター
 ▼ 宮崎家庭裁判所

 ▼ 宮崎市保健所

 ▼ 宮崎市役所

　ウイング・オブ・ハート（自立援助ホーム）
　青島学園（児童養護）

　ひまわり学園（福祉型障害児入所施設）
　宮崎県立こども療育センター（医療型障害児入所施設）
　国立病院機構宮崎東病院（医療型障害児入所施設）

↓

 社会福祉法人カリタスの園
 竹の寮(児童養護施設）

 つぼみの寮（乳児院）
Casaかおり（小規模児童養護施設）

 こども家庭支援センターつぼみ▼

 みんせいかん（児童養護施設）▲
みらいえ（小規模児童養護施設）

 ▲ 宮崎県子ども・若者総合相談
　　　センターわかば


